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県人事委員会勧告に期待します！
神奈川に人が集まり、ともに支え合い、働きがいのある職場となる勧告を！
若年層の処遇改善を！子を産み、育て、介護する職員、高齢層・再任用職員に優しい勧告を！
例年通りであれば、今月中旬には神奈川県人事委員会勧告が出されます。
いうまでもなく人事委員会勧告制度とは、憲法で保障されている労働者の権利である労働基本権を制約されている公務員が、安心して生き生きと働ける条件を整えるための制度です。
国家公務員には人事院が、地方公務員には都道府県、政令市に人事委員会があります。
国とは別に都道府県・政令市ごとに人事委員会があるのは、国と地方では異なる条件もあるし、都道府県・政令市でも異なる部分があるからです。
したがって、一定、国や他県とのバランスに配慮したとしても、神奈川県職員の置かれている状況は十分考慮されるべきです。
また、国や他県が動かないからと言って、対応するべき事柄を回避する理由にはなりません。むしろ神奈川県は他県に先駆けて先進的な施策を展開してきた伝統があります。
県人事委員会におかれては、これらを踏まえて、２回にわたる県労連交渉での参加者の切実な声に応える勧告をされることを期待します。

神奈川に人が集まるように
県人事委員会交渉で「採用試験をしても応募がない。逆に若手が辞めていく実態だ。」との声がありました。
「処遇だけの問題ではない」という意見もありますが、首都圏神奈川の状況に即した処遇は重要です。
優遇はできないまでも、若年層にマイナスとなるような国の住宅手当改定に追随しない、国よりも低い給与比較方式は是正するなど、できることはあります。

また、若年層が仕事にやりがいを感じられ、生き生きと働けるように、サポートできる環境の整備（人材育成のための人員措置等）が必要です。
今後、人手不足が深刻になってくる中で、神奈川に人が集まるような勧告を行うことは、人事委員会の重要な責務です。

子を産み・育て、介護する職員に優しい勧告を
県人事委員会交渉で、出席者から切々と不妊治療のための休業制度の創設が訴えられました。
不妊治療にしても、子育てにしても、介護にしても、当事者は大変な苦労をしながら働いています。仕事との両立が難しくなり、職場を去っていった仲間もたくさんいます。
育児や介護は誰も避けて通れない課題であり、人手不足が進行する中では、もはや「個人的な問題」ではありません。
有為な職員が職場を去らなくてもいいように、少なくとも、育児・介護や不妊治療と仕事が両立できるような制度の整備の必要性について、人事委員会は積極的な姿勢を示すべきです。
また、一時金は、育児・介護従事者も引上げの恩恵があるよう期末手当に配分する英断を期待します。

高齢層・再任用職員にも優しい勧告を
この間高齢層職員は、「給与の総合的見直し」で全く昇給せず、その上、現給保障の廃止で今年4月からは事実上の賃下げです。
再任用職員は、元々一時金が現役の約半分の上に、今年の4月から格付けが引き下げられました。
一方、中堅層の職員が少ない中で、高齢層・再任用職員は、自らの仕事だけでなく若年層の人材育成も中心的に担っています。

人事委員会は国に追随することなく、「公民較差は全ての世代に配分する」、「再任用職員も一時金引き上げの対象とする」など、高齢層・再任用職員の努力に報いる優しい勧告をされるよう望みます。
2020年度自治労県職労基本要求職場討議案②
Ⅲ　労働安全衛生の確立について
１　安全衛生委員会の活性化
（１）すでに設置されている委員会については、法令に従い月1回開催し、法令に定められている調査・審議が十分行われるものとし、その内容を組合に報告すること。
（２））労働者が50人未満の職場についても、法令で定められているとおり、関係労働者の意見を聴くための機会を設けること。
（３）本庁各庁舎、合同庁舎においては、庁舎ごとに安全衛生委員会を設置すること。
２　メンタルヘルス不全対策について
（１）職員健康管理センターの産業医を専任化し、産業医を責任者とするチームを設け、組合との協議を含めて、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。また、メンタルヘルス対策への産業医の積極的な関与について、組合との協議の中で、具体化すること。
（２）メンタルヘルス不全による療養休暇取得者・休職者が発生した職場の所属長に産業医との面接を義務付け、産業医の監督のもとで、その原因を調査し、必要な対策を講ずること。
（３）職場支援対策
①　メンタルヘルス不全による療養休暇取得者・休職者が発生した職場に対して、人的配置を行うなどの支援を行うこと。
②　周囲の職員の相談等が円滑に行えるよう、相談窓口を周知徹底すること。
（４）予防対策として、管理監督者研修をはじめとした階層別研修においてメンタルヘルス研修を一層充実させること。また、ハラスメント問題を研修内容に取り入れること。
（５）早期発見・早期ケア対策として、採用後半年経過の職員を対象に保健師等による面談を実施すること。
（６）復帰支援策
①　リハビリ勤務実施状況の検証を早急に行うこと。
②　復職支援計画全般を産業医が管理する仕組みとすること。
３　健康で安全に働き続けられる職場環境の整備について
（１）現職死亡やメンタルヘルス不全、公務災害が発生した所属については、職場の問題点の洗い出しを行い、早急に対策を講じること。
（２）排水が頻繁に詰まるなど、老朽化した庁舎については、抜本的な解決策として建替を図ること。
（３）現在建設中の新分庁舎の執務スペース等について、職員が負担なく職務を遂行できるよう、労働安全衛生規則等を遵守した環境整備を行うとともに、業務上必要な会議室、書庫、キャビネットの設置場所を確保すること。
（４）職員が自主運転する庁用自動車について、使用する職員が危険を感じる車両は早急に更新すること。また、庁用自動車の更新は労働安全と密接不可分であり、更新基準の変更については、自治労県職労との協議と合意に基づき行うこと。
（５）恒常的な時間外勤務が解消されるまでの措置として、職員の労働安全衛生を確保するめに、時間外においても冷暖房を稼働させること。
（６）職場の室温・湿度、照度等は、労働安全衛生法令を遵守すること。例外的な取扱いを行う場合は、自治労県職労との事前協議・合意を前提とすること。
（７）健常者の視点ではなく、障害のある職員・県民の利用を前提に、当事者から意見を聞いたうえで、室温、照明、エレベータ、自動ドア等の設定を検討すること。
（８）災害復興（支援）業務にあたる職員については、心身の健康管理のため、派遣中及び派遣終了後に、メンタルヘルス検査等の受診を必須とする健康診断を義務付けること。
（９）放射線被ばく等のおそれのある業務にあたる職員については、事前周知を行い、防護策を講じるとともに、放射線被ばくに対応した健康診断を行うこと。
（10）ＬＧＢＴなど性的マイノリティに対応するため、「だれでもトイレ」を設置すること。
（11）ＬＧＢＴの職員にとって働きやすい職場環境を構築するために、引き続き意識啓発を進めること。
（12）職場単位のストレスチェックの結果を職員に周知し、職場の安全衛生管理に活用すること。
４　災害時の備えについて
東日本大震災等の経験から、大規模災害発生時にも、安全及び健康を確保しながら円滑な業務遂行を図る必要があり、「災害発生に関する労働条件についての労使協定」の締結に向けて、早急に協議に入ること。
Ⅳ　仕事を進める条件の整備について
１　人事運営の適正化について
（１）職員のモチベーションが維持できるような昇任昇格を行うこと。
（２）研究職等、中途採用者の昇格運用を抜本的に改善すること。
２　人事制度について
（１）「人事評価の勤務実績への反映」の実施状況検証については組合との十分な協議を行い、必要な見直しを行うこと。
（２）人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。また、人事評価結果の開示を徹底すること。
（３）不妊治療休業制度の創設に向けて検討すること。
（４）専門的な知識や経験が必要とされる専門職的な事務職員の人材育成方針を検討すること。
３　行政システム改革等について
（１）頻繁な組織再編は、県民や職員に混乱をもたらすため、当面、組織再編を行わないこと。行う場合は職員に十分説明し、自治労県職労と協議を行うこと。
（２）指定管理制度や委託、派遣については、県民サービスの質や受託団体労働者の雇用や労働条件等を検証し、あり方について抜本的に見直すこと。
特に、津久井やまゆり園での事件を踏まえ、指定管理者制度について全般的な検証を行うこと。
（３）庶務事務システム、会計システム、財産管理システム、文書管理システムなどについて、職員の使い勝手や事務の効率性の観点から検証し、必要な見直し・改善を行うこと。
　また、給与事務センターの業務見直しに伴い、各所属に必要な人員配置を行うこと。
（４）地方独立行政法人の導入等については、職員の雇用問題であり、自治労県職労との事前協議と合意がない限り行わないこと。
（５）第三セクター等、県関連組織職員の賃金・労働条件について「県準拠」を口実に一方的な抑制を行わず、当該の労働組合と十分協議すること。
（６）第三セクターの見直し・再編統合にあたっては、団体職員の雇用・労働条件を確保し、団体の必要な役割・機能を保持するとともに発展的な見直しを行うこと。また、当該の労働組合とは、十分な事前協議を尽くすこと。
４　福利厚生等について
（１）庁舎建設・再編にあたっては組合と協議し、法定の休養室はもとより、職員が気分転換できる場や食堂、売店等を確保すること。現在建設中の新分庁舎内に設置する予定の飲食店については、職員の福利厚生に寄与するものであること。
（２）福利厚生事業については、民間企業の動向も踏まえ人材確保の観点からも抜本的な見直しを図ること。
（３）貸与被服については、現場の要望を踏まえて、適切に対応すること。
（４）健康診断については、実施場所や時間帯について職員の要望に配慮すること。
（５）職員の健康診断等のデータやその他の各種データを目的外に使用しないこと。
（６）本人の同意に基づく健康診断等データの使用の場合であっても、組合との協議と合意に基づき、明確なルールを確立すること。
（７）パソコン画面用のブルーライト防止フィルターを配備すること。
（８）トイレの洋式化を進め、ウォシュレット・消音装置を配備すること。
臨任・非常勤・日々雇用職員のみなさん！

会計年度任用職員制度を含めて、確定交渉に向けた臨任・非常勤・日々雇用職員の要求づくりの場を次のとおり開催します。

組合未加入の方もぜひ参加ください
○場所：本庁舎地下：自治労県職労

○日時：臨任職員：10/9（水）

日々雇用職員：10/10（木）

非常勤職員：10/11（金）
各日12時15分～50分

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































